
については、市内公共施設に申請に必要 ３.活動内容
　な書類を配架し、申請者からの申出により申請を受け 名称 支給世帯数（住民税非課税世帯等） 単位 世帯
　付けます。 活

内容説明 支給した世帯数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 0 20,000 10,000指標値
1

実　績 0 18,554 －－－成　果（効果･予測）

臨時特別給付金を支給することにより、生活困窮世帯の 名称 単位
経済的負担の軽減を図ることができます。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

申請方法について分かりやすく、かつ申請しやすい様式 標 予　定指標値
にする必要があります。 3

実　績 －－－また、受給資格があるにも関わらず申請に至らなかった

世帯について、検証する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 － 2年度 － 3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

臨時特別給付金の支給対象となる世帯に対して、制度が周知されるよう様々な手法を検討するとともに、よ

り簡便に申請できるよう、申請様式の見直しを図ります。また、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化

する中、今後も国の動向に注視し対応してまいります。
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
46622

一般会計

事務事業名 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済部 生活・暮らし支援臨時特別 給付金係 濃沼　昌弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがささえの手を実感できるまち

総合計画体系 個別目標 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する

めざす成果 社会保障のしくみが安定的に維持されている

コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年11月19日閣議決定）

根拠法令 名　称 令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業支給要領

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和03年度 令和04年度 2年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

基準日（令和３年12月10日）において令和３年度分の住 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
民税が非課税である世帯、又は、令和３年１月以降に家 事業費 0 1,974,320 1,718,308

計が急変した世帯 人件費 0 6,030 24,566

目　的 総事業費 0 1,980,350 1,742,874

新型コロナウイルス感染症が長期化する中、さまざまな 4年度事業費（予算額）財源内訳
困難に直面している世帯の生活・暮らしを支援します。 国支出金 1,718,308

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・対象となる１世帯あたり10万円を支給します。 その他 0

・住民税非課税世帯に対し、申請に必要な書類を送付し 一般財源 0

　ます。 合　計 1,718,308

・家計急変世帯


